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社会 的 養護 自立 支援 事業 等 の 実施 に つい て 




















児童 福祉 行政 の 推進 に つい て は 、 か ね て か ら 特 段 の ご 配慮 を いた だ いて いる と ころ で 
ある が 、 今 般 、 里 親等 へ の 委託 や 、 児 童 養護 施設 等 へ の 施設 入所 措置 を 受け て いた 者 で 
18 歳 (措置 延長 の 場合 は 20 歳 ) 到達 に より 措置 解除 され た 者 の うち 、 自 立 の た め の 支 
援 を 継続 し て 行う こと が 適当 な 場合 に は 、 原 則 22 歳 の 年 度 末 まで 、 個 々 の 状況 に 応じ 
て 引き 続き 必要 な 支援 を 受け る こと が で きる よう 別紙 1 の と お り 「 社 会 的 養護 自立 支援 
事業 実施 要綱 」 を 定め 、 平 成 29 年 4 月 1 日 か ら 実施 する こと と し た の で 、 そ の 適正 か 
つ 円 滑 な 実施 を 図ら れ た く 通 知 す る 。 

また 、 就 職 や アパ ー ト 等 の 賃借 、 大 学 等 へ 進学 する 際 に 支障 が 生じ る こと の な いよ う 、 
別紙 2 の と お り | 身元 保証 人 確保 対策 事業 実施 要綱 」 を 定め 、 平 成 29 年 4 月 1 日 か ら 
実施 する こと と し た の で 、 そ の 適正 か つ 円 滑 な 実施 を 図ら れ た く 通 知 する 。 

つい て は 、 各 都 道 府 県 知事 に お か れ て は 、 貴 管内 の 市 (指定 都市 ・ 中 核 市 及び 児童 相 
談 所 設置 市 を 除き 、 特 別 区 を 含む 。) 及び 福祉 事務 所 を 設置 する 町 村 の 長 へ の 周知 に つ 
きこ ご 配慮 願い た い 。 

な お 、 こ の 通知 は 、 地 方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 245 条 の 4 第 1 項 の 規定 
に 基づく 技術 的 な 助言 で ある 。 

お っ て 平成 19 年 4 月 23 日 付 雇 児 発 第 0423005 号 「 身 元 保証 人 確保 対策 事業 の 実施 に 
つい て 」 は 、 平 成 29 年 3 月 31 日 限り で 廃止 する 。 






























































































































































(別紙 1 ) 














社会 的 養護 自立 文 援 事業 実施 要綱 














1 目的 

社会 的 養護 自立 支援 事業 は 、 里 親等 へ の 委託 や 、 児 童 養護 施設 等 へ の 施設 入所 措 連 
を 受け て いた 者 で 18 歳 (措置 延長 の 場合 は 20 歳 ) 到達 に より 措置 解除 され た 者 の う 
ち 、 自 立 の た め の 支 援 を 継続 し て 行う こと が 適当 な 場合 に つい て 、 原 則 22 歳 に 達 す 
る 日 の 属す る 年 度 の 未 日 まで 、 個 々 の 状況 に 応じ て 引き 続き 必要 な 支援 を 実施 する こ 
と な ど に より 、 将 来 の 自立 に 結び つけ る こと を 目的 と する 。 















































2 実施 主体 

本 事業 の 実施 主体 は 都 道 府 県 、 指 定 都市 、 児 童 相談 所 設置 市 と する 。 

た だ し 、 対 象 と な る 者 が 母子 生活 支援 施設 を 退 所 し た 者 で ある 場合 は 、 都 道府県 、 
指定 都市 、 中 核 市 、 児 童 相談 所 設置 市 、 市 及び 福祉 事務 所 を 設置 する 町 村 (以下 「 都 
道府県 等 」) と する 。 

な お 、 都 道府県 等 は 、4 の (1) か ら (8) まで に 掲げ る 事業 内 容 を 適切 に 実施 す 
る こと が で きる と 認め た 者 に 事業 の 全部 又は 一 部 を 委託 し て 実施 する こと が で きる 。 
た だ し 、4 の (1) に 掲げ る 事業 は 、 都 道府県 等 が 自ら 実施 する こと を 原則 と する 。 
4 の (1) の 事業 を 委託 し て 実施 する 場合 で も 、 継 続 支 援 計 画 の 作成 に 当たっ て は 、 
実施 主体 (児童 相談 所 ) が 継続 支援 計画 作成 の た め の 会 議 に 出席 し 、 情 報 共有 する と 
と も に 確認 する こと 。 

また 、4 の (9) に 掲げ る 事業 に つい て は 、 都 道府県 等 は 事業 内 容 を 適切 に 実施 す 
る こと が で きる と 認め た 者 で あっ て 、 か つ 、 有 料 職業 紹介 事業 の 許可 を 得 て い る 者 に 
委託 し て 実施 で きる こと と する 。 



































































































































3 対象 と な る 者 
(1) 4 の (1) か ら (5) まで の 事業 

本 事業 の 対象 と な る 者 は 、 次 の いずれ か に 該当 する 者 で あっ て 18 歳 (措置 延 
長 の 場合 は 20 歳 ) 到達 後 か ら 22 歳 に 達する 日 の 属す る 年 度 の 未 日 まで の 間 に あ 
る 者 と する 。 

た だ し 、 疾 病 等 や む を 得 な い 事 情 に よる 休学 等 に より 、22 歳 に 達する 日 の 属 
する 年 度 の 末日 を 超え て 在学 し て いる 場合 は 、 卒 業 ま で 引き 続き 支援 を 行う こと 
と する 。 

な お 、4 の (1) の 事業 に よる 計画 は 、 年 齢 到達 等 に より 退 所 、 委 託 解除 、 援 
助 の 実施 を 解除 され た 全て の 者 を 対象 に 策定 する こと 。 
① 児童 養護 施設 、 児 童心 理 治療 施設 、 児 童 自立 文 援 施設 、 母 子 生活 文 援 施 設 

(以下 「 施 設 等 」 と いう 。) を 退 所 又は 、 小 規模 住居 型 児童 養育 事業 者 (以下 

「 フ ァ ミ リー ホー ム 事 業者 」 と いう 。) 、 里 親 へ の 委託 を 解除 され た 者 (母子 
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生活 支援 施設 に あっ て は 保護 者 を 含む 。) 
② 児童 福祉 法 (昭和 22 年 法律 第 164 号 。 以 下 「 法 」 と いう 。) 第 6 条 の 3 第 
1 項 に 規定 する 児童 自立 生活 援助 が 行わ れ て いた 者 (4 の (1) か ら (4) ま 
で の 事業 に つい て は 、 同 項 第 2 号 に 規定 する 満 20 歳 以上 義務 教育 終了 児童 等 
を 除く 。) 
(2) 4 の (6) か ら (9) まで の 事業 
本 事業 の 対象 と な る 者 は 、 次 に 掲げ る 者 と する 。 
① 施設 等 に 入所 し て いる 者 及び 退 所 し た 者 (母子 生活 支援 施設 に あっ て は 保護 者 
を 含む 。) 
② 里親 又は ファ ミリ ー ホ ー ム 事業 者 に 委託 され て いる 者 及び 委託 を 解除 され た 者 
③ 児童 自立 生活 援助 を 受け て いる 者 及び 援助 の 実施 を 解除 され た 者 











































































































4 事業 内 容 
必須 事業 と し て 、 次 の (1) 及び (6) を 行う こと と し 、 (2) か ら (5) まで 及 
び (7) か ら (9) まで の 事業 は 対象 者 の ニー ズ 等 に 応じ て 実施 する こと と する 。 た 
だ し 、 速 や か に 必要 な 子ども に 支援 が 行わ れる よう 、 当 分 の 間 、 (1) 及び (6) の 
事業 を 実施 し て いな い 場 合 で も 、 (2) か ら (5) まで 、 (7) 及び (8) に よる 支 
援 を 行う こと が で きる こと と する 。 
(1) 支援 コー ディ ネー ター に よる 継続 支援 計画 の 作成 
ア 法 第 23 条 第 1 項 の 規定 に 基づく 母子 保護 の 実施 、 法 第 27 条 第 1 項 第 3 号 の 
規定 に 基づく 措置 又は 法 第 33 条 の 6 第 1 項 の 規定 に 基づく 児童 自立 生活 援助 
の 実施 の 解除 (以下 「 措 置 解 除 」 と いう 。) 後 も 引き 続き 本 事業 に より 実施 す 
る 支援 全体 を 統括 する 支援 コー ディ ネー ター を 配置 する こと 。 
イ 支援 コー ディ ネー ター は 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 者 を も っ て 充て る 
こと 
( ア ) 社会 福祉 士 、 精 神保 健 福 祉 士 の 資格 を 有する 者 
( イ ) 児童 福祉 事業 、 社 会 福祉 事業 に 5 年 以上 従事 し た 者 
( ウ ) 被虐 待 児童 等 へ の 自立 支援 に 対す る 理解 が あり 、 都 道府県 等 が 適当 と 認め 
た 者 
ウ 支援 コー ディ ネー ター は 、 対 象 者 、 児 童 相談 所 の 子ども 担当 職員 、 里 親 、 施 
設 職員 な ど 対 象 者 の 支援 に 携わっ て きた 者 等 に より 構成 され る 会 議 を 開催 し 、 
これ ら の 者 の 意見 を 踏ま ほえ 、 原 則 措 置 解除 前 に エ に 掲げ る 継続 支援 計画 を 作成 
まる ご ご と 。 

エ 継続 支援 計画 に は 、 対 象 者 の 心身 の 状況 や 生活 状況 、 保 護 者 の 状況 な ど 家 庭 
環境 、 学 校 着 し く は 就労 先 の 環境 な ど 必 要 な 情報 を 収集 し アセ スメント を 行 
い 、 和 社会 的 自立 に 向け て 、 支 援 上 の 課題 、 課 題 解決 の た め の 支 援 目標 、 目 標 達 
成 の た め の 具 体 的 な 支援 内 容 ・ 方 法 (居住 に 関す る 支援 や 生活 費 の 支給 の 必要 
性 や その 方 法 、 生 活 相談 の 実施 ・ 就 労相 談 の 実施 の 方 法 等 ) な ど を 定め 、 退 所 
後 の 生活 等 を 考慮 し た 計画 を 作成 する こと 。 






























































































































































































































































また 、 維 続 支援 計画 は 、 施 設 等 に お いて 作成 され て いた 自立 支援 計画 と 一貫 
し た 内 容 と な る よう 十分 考 上 護 し て 作成 する こと 。 

オ 支援 コー ディ ネー ター は 、 継 続 支 援 計画 に 基づく 支援 状況 に つい て 、 必 要 に 
応じ て 対象 者 、 児 童 相談 所 の 職員 、 里 親 、 施 設 職員 、 生 活 相談 支援 ・ 就 労相 談 
支援 担当 職員 等 に よる 会 議 (支援 担当 者 会 議 ) を 運営 する こと と し 、 対 象 者 の 
生活 状況 の 変化 な ど 必 要 に 応じ て 計画 の 見 直し を 行う こと 。 

カ 児童 相談 所 等 の 関係 機関 と の 連携 を 密 に する と と も に 、 必 要 に 応じ て 他 の 関 

係 機関 と も 連携 し 効果 的 な 支援 が で きる よ う 努 め る こと 。 

(2) 居住 に 関す る 支援 
ア 措置 解除 後 の 安 定 的 な 住ま い を 確保 する た め 、 次 の 支援 を 行う も の と する 。 

( ア ) 3 に 定め る 対象 者 の うち 措置 解除 後 も 特に 支援 の 必要 性 が 高い 者 等 に 対し 

て 、 対 象 者 が 居住 する 場 と し て 、 里 親 の 居宅 、 小 規模 住居 型 児童 養育 事業 を 
行う 住居 (以下 「 フ ァ ミ リー ホー ム 」 と いう 。) 、 児 童 自 立 生 活 援助 事業 を 
行う 住居 (以下 「 自 立 援 助 ホ ー ム 」 と いう 。) 、 施 設 等 、 寮 、 寄 宿舎 、 民 間 

賃貸 住宅 等 に お いて 居住 の 場 を 提供 し 、 居 住 に 要する 費用 を 支給 する こと と 

する 。 た だ し 、 自 立 援助 ホー ム 和 や 施設 等 に お いて 実施 する 場合 は 、 原 則 と し 
て 定員 外 に 一 定 枠 を 設け て 実施 する こと と し 、 自 立 援助 ホー ム や 施設 等 の 定 
員 内 で 対象 者 を 居住 させ て 実施 する 場合 に は 、 措 置 費 (定員 に 応じ た 事務 費 
の 保護 単価 ) が 支弁 され る た め 、 居 住 に 要する 費用 の 支給 の 対象 外 と する 。 
な お 、 里 親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー ホー ム や 施設 等 に お いて 居住 する 対象 者 
は 、 原 則 措 置 延長 を 行っ た 20 歳 到達 後 の 者 と する 。 

( イ ) 3 に 定め る 対象 者 の うち 、 支 援 の 必要 性 が 高い 者 に 対し て 、 都 道府県 等 が 
設置 し た 公営 住宅 な どの 賃貸 住宅 に 一 定 枠 を 設け る こと その 他 の 適切 な 方 法 
に より 居住 の 場 を 提供 する こと 。 

イ ア の ( ア ) の 居住 費 の 支給 を 行う 場合 は 、 自 立 援助 ホー ム や 施設 等 に お いて 
は 、 食 事 の 提供 な ど 日 常 生活 上 の 支援 、 金 銭 管 理 の 指導 、 自 立 生 活 へ の 不安 や 
悩み 等 の 相談 に 応じ る こと が で きる 施設 職員 の 中 か ら 支 援 員 を 配置 し 、 支 援 体 
制 に 十分 配慮 する こと 。 

また 、 寮 、 寄 宿舎 、 民 間 賃 貸 住 宅 等 で 実施 する 場合 は 、 定 期 的 に 支援 員 、 里 

親 、 フ ァ ミ リー ホー ム の 義 育 者 が 様子 を 見 に 行く こと 等 に より 、 日 常 生活 上 の 

支援 、 金 銭 管 理 の 指導 、 自 立 生 活 へ の 不安 や 悩み 等 の 相談 に 応じ る こと が で き 

る よう 、 支 援 体制 に 十分 配慮 する こと 。 

ウ イ の 支援 員 は 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 者 を も っ て 充て る こと 。 

( ア ) 児童 指導 員 で ある 者 
( イ ) 児童 福祉 施設 に 勤務 し て いた 経験 の ある 者 
( ウ ) 被虐 待 児童 等 へ の 自立 支援 に 対す る 理解 が あり 、 都 道府県 等 が 適当 と 認め 

た 者 

エ ア の ( ア ) の 対象 者 が 、 措 置 解 除 前 に 生活 し て いた 里親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー 

ホー ム 、 自 立 援助 ホー ム や 施設 等 に 引き 続き 居住 を 希望 する 場合 、 都 道府県 等 













































































































































































































































































































































































































































































の 管 外 の 里親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー ホー ム 、 自 立 援 助 ホ ー ム や 施設 人 居住 を 希 
望 する 場合 は 、 SN に 申込 書 を 措置 を し た 都 道 府 県 等 a 

な ら な い 。 こ の 場 設 長 、 里 親 、 杖 育 者 又 ( 4 
NII こ 代わ っ て 都 道 府 県 等 に 申込 み 
を 行う こと が で きる 。 な お 、 対 象 者 の 負担 を 考慮 し 、 こ の 手続 き に つい て は 、 

で きる 限り 燃 雑 に な ら な いよ 2 う 努め る こと 。 

オ 3 に 定め る 対象 者 の うち 平成 28 年 3 月 7 日 付 厚 生 労 働 省 発 雇 児 0307 第 3 号 
「 児 童 養護 施設 退 所 者 等 に 対す る 自立 支援 資金 の 貸付 に つい て 」 に よる 事業 
(以下 「 貸 付 事業 」 と いう 。) を 活用 し な が ら 就 学 し 、 一 般 賃 貸 住 宅 等 に 居住 
し て いた 者 又は 貸付 事業 を 活用 せ ず に 一 般 賃 貸 住宅 等 に 居住 し て いた 者 が 、 疾 
病 等 に より や む を 得 ず 中 退 し た 場合 に つい て 、6 か 月 を 限度 に 居住 費 を 支給 で 
SO 

(3) 生活 費 の 支給 

ア 3 に 定め る 対象 者 の うち 措置 解除 後 も 特に 支援 の 必要 性 が 高い 等 の 理由 か 
ら 、 対 象 者 が 居住 する 場 と し て 、 里 親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー ホー ム 、 自 立 援助 ホ 
ー ム 、 施 設 等 、 寮 、 寄 宿舎 、 民 間 賃 貸 住 宅 等 に 居住 する 場合 に 生活 費 を 支給 す 
る こと と する 。 

な お 、 里 親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー ホー ム 、 自 立 援助 ホー ム や 施設 等 は 、 就 学 又 
は 就労 し て いる 対象 者 に つい て は 、 食 事 の 提供 及び 居住 に 要する 費用 その 他 の 
日 常 生活 で 通常 必要 と な る も の で 対象 者 に 負担 させ る こと が 適当 と 認め られ る 
費用 に つい て は 、 対 象 者 に 負担 さむ せる こと が で きる も の と する 。 

イ ア に 定め る 就学 又は 就労 し て いる 対象 者 に 負担 さむ る こと が で きる 金額 は 
継続 支援 計画 に お いて 明確 に 定め る こと と し 、 あ ら か じ め 対 象 者 に 知ら せ 、 同 
意 を 得 な けれ ば な ら な い 。 ま た 、 当 該 金額 は 、 対 象 者 の 経済 状況 等 に 十分 配慮 
し た 金額 と し な けれ ば な ら な い 。 

ウ 対象 者 に 費用 を 負担 させ た 場合 は 、 適 正 に 処理 する と と も に 、 こ れ に 関連 す 
る 諸 帳 短 を 整備 し な けれ ば な ら な い 。 

エ 3 に 定め る 対象 者 の うち 貸付 事業 を 活用 し な が ら 就 学 し 、 一 般 賃貸 住宅 等 に 
居住 し て いた 者 又は 貸付 事業 を 活用 せ ず に 一 般 賃貸 住宅 等 に 居住 し て いた 者 
が 、 疾 病 等 に より や む を 得 ず 中 退 し た 場合 に つい て 、6 か 月 を 限度 に 生活 費 を 
支給 する こと が で きる 。 

(4) 学習 費 等 の 支給 

ア (2) 又は (3) に よる 支援 を 受け て いる 者 に 対し て 、 次 の ( ア ) か ら 
( ク ) に 定め る 費用 を 支給 する こと と する 。 

( ア ) 特別 育成 費 (基本 分 ) 

高等 学校 に 在学 し て いる 者 及び 高等 学校 第 一 学年 に 入学 する 者 を 対象 に 
等 学校 在学 中 に お ける 教育 に 必要 な 授業 笠 、 ク ラブ 費 等 の 学校 納付 金 、 教 科 書 
代 、 学 用 品 費 等 の 教科 学習 費 、 通 学費 等 を 支給 する 。 

( イ ) 特別 育成 費 (資格 取得 等 特別 加算 ) 
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高等 学校 第 三 学年 の 者 を 対象 に 、 就 職 又 は 進学 に 役立つ 資格 取得 又は 講習 等 
の 受講 を する た め に 必要 な 経費 を 支給 する 。 た だ し 、 都 道府県 等 の 判断 に より 
高等 学校 三 学年 以外 に 支給 する こと が 適当 と 認め る 場合 に は 、 支 給 し て 差し 支 
えな い 。 

な お 、 支 給 に 当たっ て は 、 高 等 学校 在学 中 に 1 回 限り の 支給 と する の で 、 同 
一 者 に 重複 し て 支給 され な いよ う 留 意 す る こと 。 

( ウ ) 特別 育成 費 (補習 費 ) 
高等 学校 に 在学 し て いる 者 及び 高等 学校 卒業 者 の うち 大 学 等 に 在籍 し て いな 

いか つ 就 労 し て いな い 者 で あっ て 大 学 等 へ の 進学 を 希望 する 者 を 対象 に 、 学 習 

塾 等 を 利用 し た 場合 に か か る 経費 を 支給 する 。 

( エ ) 特別 育成 費 (補習 費 特 別 分 ) 

( ウ ) の 対象 者 で あっ て 特別 な 配慮 が 必要 な 者 に 対し て 、 個 別 学習 支援 を 利 
用 する 場合 に か か る 経費 を 支給 する 。 

( オ ) 就職 支度 費 (一 般 分 ) 

就職 する こと と な っ た 者 を 対象 に 、 事 業者 に お いて 対象 者 の 就職 に 際 し 必要 
な 寝具 類 、 被 服 類 等 に 充て る た め 、 現 物 給付 又は 口座 振込 の 方 法 で 購入 に 必要 
と な る 経費 を 支給 する こと と し 、 支 給 に 当たっ て は 、 雇 用 先 の 採用 証明 書 等 の 
写し を 徴 す る こと 。 

就職 の 形態 に つい て は 正規 雇用 が 望ま し い が 、 正 規 雇用 以外 の 場合 で も 支給 
し て 差し 支え な いこ と と する 。 

な お 、 昼 間 過 程 の 高校 生 及 び 大 学生 等 の アル バイ ト は 就職 に 該当 し な い の 
で 、 留 意 す る こと 。 
また 、 過 去 に 就職 支度 費 を 支給 され た 者 は 対象 外 で ある こと 。 

( カ ) 就職 支度 費 (特別 基準 分 ) 

( オ ) の 支給 対象 者 の うち 、 次 の i 又は i の いずれ か に 該当 する 者 に つい て 
は 、 ( オ ) に 加え て 就職 に 際 し 必要 な 住居 費 、 生 活 費 等 を 支給 する 。 

た だ し 、 公 的 年 金 給付 (児童 扶養 手当 法 (昭和 36 年 法律 第 238 号 ) 第 3 条 
第 2 項 の 公 的 年 金 給付 と いう 。) の 受給 者 で ある 場合 に は 対象 と な ら な い の で 
留意 する こと 。 

i 保護 者 の いな い (死亡 ある い は 行方 不明 ) 者 
i 保護 者 が いる 場合 で も 、 養 育 拒 否 、 虐 待 、 放 任 等 養育 が 適切 で な く 、 保 

護 者 か ら 就 職 す る た め に 必要 な 経済 的 援助 が 見 込ま れ な い 者 
( キ ) 大 学 進学 等 自立 生活 支度 費 (一 般 分 ) 

大 学 等 へ 進学 する こと と な っ た 者 を 対象 に 、 事 業者 に お いて 対象 者 の 進学 に 
際 し 必要 な 学用品 、 参 考 図書 類 等 に 充て る た め 、 現 物 給付 又は 口座 振込 の 方 法 
で 購入 に 必要 と な る 経費 を 支給 する こと と し 、 支 給 に 当たっ て は 、 進 学 先 の 合 
格 通知 書 等 の 写し を 徴 す る こと 。 
また 、 過 去 に 大 学 進学 等 自立 生活 文 度 費 を 支給 され た 者 は 対象 外 で ある こと 。 
( ク ) 大 学 進学 等 自立 生活 支度 費 (特別 基準 分 ) 
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( キ ) の 支給 対象 者 の うち 、 次 の i 又は i の いずれ か に 該当 する 者 に つい て 
は 、 ( キ ) に 加え て 進学 に 際 し 必要 な 住居 費 、 生 活 費 等 を 支給 する 。 

た だ し 、 公 的 年 金 給付 (児童 扶養 手当 法 (昭和 36 年 法律 第 238 号 ) 第 3 条 
第 2 項 の 公 的 年 金 給 付 と いう 。) の 受給 者 で ある 場合 に は 対象 と な ら な い の で 
留意 する こと 。 

i RR 

i 保護 者 が いる 場合 で も 、 養 育 拒否 、 虐 待 、 放 任 等 養育 が 適切 で な く 、 保 
護 者 か ら 進 学 ht に 必要 な 経済 的 援 且 が 見 込ま れ な い 者 

イ 日 中 に 就業 し 、 か つ 、 夜 間 大 学 等 へ 就学 する 者 に つい て は 、 就 職 支度 費 及 び 

St 等 自立 生 活 支 度 費 の 双方 の 対象 と な る 場合 が ある が 、 こ の 場合 に お い 
、 特 別 基 準 分 を 除き 、 併 給 し て 差し 支え な い 。 

CC 

ア 4 (2) ( ア ) に より 、 里 親 の 居宅 、 ファ ミリ ー ホ ー ム 、 和 上 自立 援助 ホー ム や 
施設 等 に 居住 し て いる 者 に つい て 、 当 該 居住 する 場 か ら 自 立 する 前 に 、 一 定期 
間 一 人 墓 らし を 体験 で きる よう 支援 する こ ee 

イ 居住 する 場 の 敷地 外 の アパ ー ト 等 を 体験 の 場 と し 、 通 常 の 生活 に 必要 な 設備 
を 有する こと 。 

ウ 体験 期間 は 、 最 長 で 1 年 間 と する こと 。 

エ 自立 後生 活 体験 支援 の 全般 に つい て の 実務 上 の 責任 者 (担当 責任 者 ) を 配置 
し 、 次 の 指導 項目 に つい て 必要 に 応じ て 対象 者 の 社会 的 自立 に 向け て 生活 指導 
等 を 行う こと 。 

( ア ) 自活 の た め の 生 活 指 導 
( イ ) 職業 適性 を 高め る 指導 
( ウ ) 社会 参加 の た め の 準 備 指導 
( エ ) 学習 指導 
( オ ) 余暇 の 活用 指導 

(6) 生活 相談 の 実施 

ア 生活 相談 支援 担当 職員 を 配置 する こと 。 

イ 生活 相談 支援 担当 職員 は 、 対 象 者 の 自立 支援 に 熱意 を 有 し 、 次 の 各 号 の い ず 
れ か に 該当 する 者 を も っ て 充て る こと 。 
( ア ) 児童 福祉 施設 の 設備 及び 運営 に 関す る 基準 (昭和 23 年 厚生 省令 第 63 号 ) 

第 43 条 に 定め る 児童 指導 員 の 資格 を 有する 者 

( イ ) 自立 支援 に 対す る 理解 が あり 、 都 道府県 等 が 適当 と 認め た 者 

ウ 退 所 を 控え た 者 に 対す る 支援 

RN 
成 し 、 講 習 会 、 生 活 技能 等 を 修得 する た め の 支 援 を 行う こと 。 

( イ ) 局所 を 控え た 者 が 抱え る 自立 生活 へ の 不安 悩み 等 の 相談 に 応じ る こと 。 

( ウ ) 大 学 、 高 等 学校 な ど 教 育 機関 を 退学 し た 者 の 進路 や 求職 活動 等 に 関す る 問 
題 に つい て 相談 に 応じ 、 必 要 に 応じ て 専門 機関 の 活用 や 面接 の 付き 添い を 行 




















































































































































































































































































































う 等 の 支援 を 行う こと 。 

( エ ) 入所 施設 等 と 連携 の 下 、 対 象 者 と の 関係 性 を 深め る と と も に 、 対 象 者 同士 
の 交流 等 を 図る 活動 を 行う こと 。 

( オ ) 入所 施設 等 に 赴 い て 退 所 を 控え た 者 の 自立 に 向け た 相談 支援 を 行う こと 。 

( カ ) その 他 、 地 域 生 活 を 始め る 上 で 必要 な 支援 を 行う こと 。 

エ 退 所 後 の 支援 

( ア ) 居住 、 家 庭 、 交 友 関 係 、 将 来 へ の 不安 等 に 関す る 生活 上 の 間 題 に つい て 相 
談 に 応じ 、 必 要 に 応じ て 他 機 関 と 連携 する 等 の 必要 な 支援 を 行う こと 。 

( イ ) 進路 、 求 職 活動 等 に 関す る 求職 上 の 問題 、 就 学 と 生活 の 両立 に 関す る 問題 
等 に つい て 相談 に 応じ 、「4 (9) 就労 相談 文 援 」 担 当 者 と 連携 の 上 、 必 要 
に 応じ て ハロ ー ワ ー ク 等 専門 機関 の 活用 、 職 場 と の 連携 、 面 接 の 付き 添い を 
行う 等 の 支援 を 行う こと 。 

(ツウ) 対象 者 が 気軽 に 集まる 場 を 提供 し 、 意 見 交換 や 情報 交換 、 情 報 発信 等 自助 
グル ー プ 活動 の 育成 支援 を 行う こと 。 

( エ ) その 他 、 地 域 社 会 に お いて 自立 生活 する 上 で 必要 な 支援 (宿泊 を 要する 場 

合 を 含む ) を 行う こと 。 

オ 留意 事項 
生活 相談 の 実施 に あたっ て は 、 和 社会 的 養護 の 当事者 や 当事者 団体 を 活用 する こ 
と も 考え られ る 。 

(7 ) 医療 連携 支援 
ア 精神 科 医 や 公認 心理 師 等 と の 嘱託 契約 等 に より 、 医 療 機関 等 と の 連絡 調整 や 
同行 支援 の 実施 な ど 、 メ ンタ ルケ ア を は じ め と し た 医療 的 な 支援 が 必要 な 対象 
者 が 適切 に 医療 を 受け られ る 支援 体制 を 整備 する こと 。 

イ その 他 、 対 象 者 へ の 医療 的 な ケア に 必要 な 事業 を 行う こと 。 

(8) 法律 相談 支援 
ア 対象 者 が 金銭 トラ ブル 、 契 約 ト ラブ ル 等 に 遭っ た 場合 に 適切 に 支援 で きる よ 
う 、 弁 護 士 等 を 嘱託 契約 等 に より 配置 する こと 。 

イ その 他 、 対 象 者 が 法律 相談 を 必要 と する 状況 に な っ た 場合 に 適切 に 対応 する 
た め に 必要 な 事業 を 行う こと 。 

(9) 就労 相談 の 実施 
ア 就労 相談 支援 担当 職員 を 配置 し 、 児 童 相談 所 等 と 連携 し て 活動 する 就労 支援 
チー ふみ を 設置 する こと 。 
イ 社会 的 自立 を 支援 する た め に 適切 な 職場 環境 の 確保 及び 必要 な 支援 を 行う こ 

Ce 

雇用 先 と な る 職場 の 開拓 を 行う こと 。 

就職 面接 等 の アド バイ ス を 行う こと 。 

事業 主 か ら の 相談 対応 を 含む 就職 後 の フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う こと 。 

その 他 就 労 支 援 に 必要 な 事業 を 行う こと 。 
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設備 

4 (6) 及び 4 (9) に 掲げ る 事業 の 実施 に あたっ て は 、 次 の 設備 を 設け る も の と 
する 。 

(1 ) 相談 室 

(2) 対象 者 が 集まる こと が で きる 設備 

(3) その 他 事 業 を 実施 する た め に 必要 な 設備 


事業 の 実施 に あたっ て の 留意 事項 

(1) 本 事業 を 実施 する に あたっ て は 、4 (1) の 支援 コー ディ ネー ター、4 (6) 
の 生活 相談 支援 担当 職員 を 配置 し 事業 を 実施 し な けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 常 
勤 、 非 常勤 の 別 は 問わ な い の で 留意 する こと 。 

な お 、4 (2) か ら (5) まで に よる 支援 を 行う 必要 が ある 場合 は 、 対 象 者 の 
状況 を 鑑み 、 都 道府県 等 の 判断 に より 、4 (1) 及び (6) の 実施 に 先行 し て 4 
(2) か ら (5) まで 、 (7) 及び (8) に よる 支援 を 行う こと が で きる こと と 
する 。 こ れ に つい て は 、 対 象 者 の ニー ズ 等 を 十分 踏ま えて 積極 的 に 活用 する こ 
ど 。 

(2) 対象 者 と の 信頼 関係 の 構築 に 努め る こと 。 

(3) 対象 者 及び 保護 者 の 意向 に 配慮 する こと 。 

(4) 4 (6) に 掲げ る 事業 及び 4 (9) に 掲げ る 事業 を 実施 する に あたっ て は 、 対 
象 者 が 利用 し や すい 時 間 帯 や 曜日 等 に 配慮 する と と も に 、 地 域 の 対象 者 に 対し 、 
支援 内 容 や 所 在 地 が 明確 に 把握 され る よ 2 う 広報 活動 を 積極 的 に 行う こと 。 

(5) 対象 者 の 個人 の 身上 に 関す る 秘密 が 守ら れる よう 十分 配慮 する こと 。 

(6) 4 (6) に 掲げ る 事業 及び 4 (9) に 掲げ る 事業 を 委託 し て 実施 する 場合 に つ 
いて は 、 同 一 の 者 に 委託 し て 実施 する こと が 望ま し い が 、 適 切な 事業 運営 が 行わ 
れる 場合 に は 、 別 々 の 者 に 委託 し て 実施 する こと も 差し 支え な いこ と 。 

(7 ) 対象 者 が 都 道 府 県 等 の 管 外 に 転居 する 場合 も 、 居 住 に 関す る 支援 、 生 活 相談 等 
の 必要 な 支援 が 継続 され る よう 、 引 っ 越し 先 の 関係 機関 と も 連絡 調整 を 行い 、 必 
要 な 支援 体制 を 確保 する こと 。 

な お 、 対 象 者 が 都 道 府 県 等 の 管 外 に 転居 し 里親 の 居宅 、 フ ァ ミ リー ホー ム 、 自 
立 援 助 ホ ー ム や 施設 等 に 居住 する 場合 の 居住 に 関す る 支援 や 生活 費 の 支給 等 必要 
な 支援 を 行う 場合 の 費用 負担 に つい て は 、 転 居 前 の 都 道 府 県 等 が 行う こと 。 

(8) 貸付 事業 の 実施 主体 と 密 に 連携 し 、 自 立 支 援 資金 の 借受 人 の 円 滑 な 自立 が 図ら 
れる よう 支援 に 努め る こと 。 

(9) 平成 28 年 度 に お いて 、 平 成 29 年 3 月 31 日 雇 児 発 0331 第 53 号 『「 児 童 家庭 
支援 セン ター の 設置 運営 等 に つい て 」 の 一 部 改正 に つい て 』 に よる 改正 前 の 「 児 
童 家庭 文 援 セン ター の 設置 運営 等 に つい て 」 の 別紙 2 「 退 所 児童 等 アフ ター ケア 
事業 等 実施 要綱 」 に 基づく 退 所 児童 等 アフ ター ケア 事業 を 実施 し て いた 都 道 府 県 
等 に つい て は 、 当 分 の 間 、4 の (1) 及び (6) の 事業 を 必須 事業 と し な いこ と 
が 出来 る 。 
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7 経費 の 補助 
国 は 、 予 算 の 範囲 内 に お いて 都 道 府 県 等 が 事業 の た め に 支出 し た 費用 に つい て 、 別 
に 定め る と ころ に より 補助 する も の と する 。 


























(別紙 2) 


身元 保証 人 確保 対策 事業 実施 要綱 


1 目的 

身元 保証 人 確保 対策 事業 は 、 子 ども や 女性 等 (以下 「 子 ども 等 」 と いう 。) の 自立 
支援 を 図る 観点 か ら 、 児 童 養護 施設 や 婦人 保護 施設 等 に 入所 中 又は 退 所 し た 子ども 等 
や 、 里 親等 に 委託 中 又は 委託 解除 後 の 子 ども 等 に 対し 、 就 職 や アパ ー ト 等 の 賃借 、 大 
学 等 へ 進学 する 際 等 に 施設 長 等 が 身元 保証 人 と な っ た 場合 の 損害 保険 契約 を 全国 社会 
福祉 協議 会 が 契約 者 と し て 締結 する こと に より 、 身 元 保証 人 を 確保 レ し 、 こ れ ら の 者 の 
社会 的 自立 の 促進 に 寄与 する こと を 目的 と する 。 






























































2 実施 主体 等 
(1 ) 本 事業 の 実施 主体 は 、 対 象 と な る 子ども 等 の 措置 、 保 護 、 一 時 保護 を 行う 都 道 
府県 、 市 及び 福祉 事務 所 を 設置 する 町 村 (以下 「 都 道府県 等 」 と いう 。) と す 
る 
(2) 本 事業 の 運営 主体 は 、 社 会 福祉 法人 全国 社会 福祉 協議 会 (以下 「 全 社協 」 と い 
う 。) と する 。 





















































3 対象 と な る 子ども 等 
この 事業 の 対象 と な る 子ども 等 は 、 次 に 揚げ る も の と する 。 
① 児童 福祉 法 (昭和 22 年 法律 第 164 号 。 以下 「 法 」 と いう 。) 第 27 条 第 1 項 第 
3 号 の 規定 に より 児童 養護 施設 、 児 童心 理 治療 施設 、 児 童 自 立 支援 施設 に 入所 し 
て いる 者 又は 里親 若しくは 小 規 模 住居 型 児童 養育 事業 者 (以下 「 フ ァ ミ リー ホー 
ム 事 業者 」 と いう 。) を 行う 者 に 委託 され て いる 者 ある い は 同 号 に よる 措置 又は 
委託 解除 か ら 本 事業 の 申請 まで 2 年 以内 の 者 
② 別紙 1 「 社 会 的 養護 自立 支援 事業 実施 要綱 」 (以下 「 社 会 的 養護 自立 支援 
業 」 と いう 。) に お いて 実施 する 居住 に 関す る 支援 を 受け 里親 の 居宅 、 小 規模 人 
居 型 児童 養育 事業 を 行う 住居 (ファ ミリ ー ホ ー ム ) や 施設 等 に 引き 続き 居住 し て 
いる 者 又は 社会 的 養護 自立 支援 事業 に よる 支援 が 終了 し て か ら 本 事業 の 申請 まで 
2 年 以内 の 者 
③ 法 第 33 条 の 6 第 1 項 及 び 第 6 項 の 規定 に より 児童 自立 生活 援助 の 実施 が 行わ 
れ て いる 者 又は 児童 自立 生活 援助 の 実施 の 解除 か ら 本 事業 の 申請 まで 2 年 以内 の 
者 
④ 法 第 33 条 の 規定 に より 児童 相談 所 一 時 保護 所 (一 時 保護 委託 を 含む 。) に 一 
時 保護 され て いる 者 又は 一 時 保護 の 解除 か ら 本 事業 の 申請 まで 2 年 以内 の 者 
⑤ 法 第 23 条 第 1 項 の 規定 に より 母子 生活 支援 施設 に 保護 され て いる 者 又は 保護 
の 解除 か ら 本 事業 の 申請 まで 2 年 以内 の 者 






















































































| 

















a 








































































































⑥ 配偶 者 か ら の 横 力 の 防止 及び 被害 者 の 保護 に 関す る 法律 (平成 1 3 年 法律 第 
31 号 。 以 下 「DV 防 止 法 」 と いう 。) 第 5 条 の 規定 に より 売春 防止 法 (昭和 31 
年 法律 第 1 18 号 ) 第 36 条 に 規定 する 婦人 保護 施設 に 保護 され て いる 者 又は 保護 
の 解除 か ら 本 事業 の 申請 まで 2 年 以内 の 者 

⑦ DV 防 止 法 第 3 条 第 3 項 第 3 号 又 は 売春 防止 法 第 34 条 第 2 項 第 3 号 の 規定 に 
より 婦人 相談 所 一 時 保護 所 (一 時 保護 委託 を 含む 。) に 一 時 保護 され て いる 者 又 
は 一 時 保護 の 解除 か ら 本 事業 の 申請 まで 2 年 以内 の 者 
















































































4 対象 と な る 被 保証 人 

この 事業 の 対象 と な る 被 保証 人 は 、 3 に 揚げ る 子ども 等 で や っ て 、 か つ 次 の 理由 に 
より 父母 (保護 者 ) 等 に 適当 な 保証 人 が な く 施 設 長 等 が 保証 人 と な る こと が 適当 な も 
の と する 。 

① 父母 等 が 死亡 又は 行方 不明 、 逮 捕 拘留 中 と な っ て いる 。 

② 父母 等 に 心身 の 障害 が ある 。 

③ 父母 等 が 経済 的 に 困 氏 し て いる 。 

④ 虐待 や 配偶 者 か ら の 鞭 力 等 の 理由 に より 父母 ・ 配 偶 者 等 が 保証 人 に な る こと が 

適当 で な い 、 若 し く は 協力 が 得 ら れ な い 。 

































































5 対象 と な る 保証 人 
この 事業 の 対象 と な る 保証 人 は 、 次 に 掲げ る も の と する 。 
① 児童 養護 施設 、 児 童心 理 治療 施設 、 児 童 自 立 支援 施設 、 母 子 生活 支援 施設 、 婦 
人 保護 施設 
ア 施設 
イ 施設 の 設置 (又は 経営 ) 主体 の 代表 者 
ウ 措置 (又は 保護 ) を し た 児童 相談 所 、 婦 人 相談 所 の 所 長 
エ 社会 的 状 護 自立 支援 事業 受託 事業 者 の 代表 者 及び その 他 都 道府県 等 が 適当 と 
認め た 者 
② 里親 
ア 里親 
イ 委託 を し た 児童 相談 所 長 
ウ 社会 的 養護 自立 支援 事業 受託 事業 者 の 代表 者 及び その 他 都 道府県 等 が 適当 と 





































































































認め た 者 
③ 小 規模 住居 型 児童 養育 事業 (ファ ミリ ー ホ ー ム ) を 行う 者 
ア 養育 者 
イ 設置 (又は 経営 ) 主体 の 代表 者 
ウ 委託 を し た 児童 相談 所 長 
エ 社会 的 養護 自立 支援 事業 受託 事業 者 の 代表 者 及び その 他 都 道府県 等 が 適当 と 

















認め た 者 
④ 児童 自立 生活 援助 事業 (自立 援助 ホー ム ) を 行う 者 




















ささ ふい 


© 
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HF 
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設置 (又は 経営 ) 主体 の 代表 者 
援助 の 実施 を し た 児童 相談 所 長 
社会 的 養護 自立 支援 事業 受託 事業 者 の 代表 者 及び その 他 都 道府県 等 が 適当 と 




















JNN め た 者 




















成 29 年 3 月 31 日 雇 児 発 0331 第 56 号 「 就 学者 自立 生活 援助 事業 の 実施 に つ 
































いて 」 に お ける 就学 者 自立 生活 援助 事業 を 行う 者 





設置 (又は 経営 ) 主体 の 代表 者 























イ 社会 的 養護 目 立 文 援 事業 受託 事業 者 の 代表 者 及び その 他 都 道府県 等 が 適当 と 
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認め た 者 


























章 相 談 所 一 時 保護 所 、 婦 人 相談 所 一 時 保護 所 (いずれ も 一 時 保護 委託 を 含 























児童 相談 所 、 婦 人 相談 所 の 所 長 








イ その 他 都 道府県 等 が 適当 と 認め た 者 
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会 的 養護 自立 支援 事業 

施設 

里親 

養育 者 

設置 (X は 経営 ) 主体 の 代表 者 

社会 的 養護 自立 支援 事業 受託 事業 者 の 代表 者 及び その 他 都 道府県 等 が 適当 と 


























NN め た 者 


保証 範囲 
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職 時 の 身元 保証 





彼 保 証人 が 雇用 主 の た め に その 業務 を 遂行 する に あたり 又は 自己 の 職務 上 の 地 
位 を 利用 し て 雇用 主 広 は その 他 の 者 に 損害 を 与え た 結果 、 又 は 被 保証 人 が 入院 

















医療 費 の 滞納 等 に より 、 当 該 医 療 機関 に 損害 を 与え た 結果 、 身 元 保証 人 が 被 











っ た 損害 に 対し て 保証 金 を 支払 う 。 
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② アパ ー ト 等 の 賃借 時 の 連帯 保証 


EE 
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貸 住宅 又は 賃貸 施設 (以下 「 賃 貸 住宅 等 」 と いう 。) に 関し 、 被 保証 人 と の 
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間 で 締結 され た 賃貸 借 契 約 に 基づき 、 貸 主 に 対 し て 負担 する 債務 の うち 、 次 に 掲 


げ る も の が 履行 され な いこ と に より 連帯 保証 人 が 和 被っ た 損害 に 対し 保証 金 を 支払 


フ 。 
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家賃 も し く は 賃貸 料 お よび 共益 費 (以下 「 家 賃 等 」 と いう 。) の 支払 い 
賃貸 住宅 等 の 修理 又は 現状 回 復 の 費用 の 支払 い 

賃貸 借 期 間 経過 後 の 不法 住居 に よる 賠償 金 の 支払 い 

前 各 号 債務 の 履行 遅延 に よる 遅延 利息 の 支払 い 


























































































































③ 大 学 等 入学 時 の 身元 保証 
邊 保証 人 が 大 学 、 高 等 学校 な どの 教育 機関 に お ける 就学 に 関し 、 学 費 の 滞納 な 
ど 、 教 育 機関 に 損害 を 与え た 結果 、 又 は 被 保証 人 が 入院 し 、 医 療 費 の 滞納 等 に よ 


























り 、 当 該 医療 機関 に 損害 を 与え た 結果 、 身 元 保 証人 が 被っ た 損害 に 対し て 保証 金 
を 支払 う 。 























7 保証 期間 

この 事業 に お ける 保証 期間 は 、 次 の と お り と する 。 

① 就職 時 の 身元 保証 の 期間 は 、 1 年 ご と の 更新 と し 、 原 則 と し て 3 年 間 と する 。 
た だ し 、 都 道府県 等 が 必要 と 認め る 場合 は 、 保 証 期間 を さら に 2 年 間 延 長 し 、 最 
長 5 年 間 と まる こと が で きる 。 

② 賃貸 住宅 等 の 賃借 時 の 連帯 保証 の 期間 は 、1 年 ご と の 更新 と し 、 原 則 と し て 3 
年 間 と する 。 た だ し 、 都 道府県 等 が 必要 と 認め る 場合 は 、 保 証 期間 を さら に 1 年 
間 延 長 し 、 最 長 4 年 間 と する こと が で きる 。 

③ 大 学 な ど 教 育 機関 入学 時 の 身元 保証 の 期間 は 、 1 年 ご と の 更新 と し 、 原 則 と し 
て 当該 教育 機関 に お ける 正規 の 修業 年 数 の 間 と する 。 た だ し 、 都 道府県 等 が 必要 
と 認め る 場合 は 、 保 証 期間 を さら に 1 年間 延長 し 、 原 則 と し て 最長 5 年間 と する 
こと が で きる 。 














































































































8 保証 限度 額 
この 事業 に お ける 1 件 あたり の 保証 限度 額 は 、 次 に 揚げ る も の と する 。 



































① 就職 時 ・ 入 院 時 の 身元 保証 200 万 円 
② 賃貸 住宅 等 の 賃借 時 の 連帯 保証 120 万 円 












































③ 大 学 、 高 等 学校 な ど 教育 機関 入学 時 ・ 入 院 時 の 身元 保証 200 万 円 


9 保証 料 
① 就職 時 の 身元 保証 
年 間 保証 料 12,960 円 (月 額 1.080 円 ) 
うち 基本 保証 分 年 間 保証 料 10,560 円 (月 額 880 円 ) 
うち 入院 時 保証 分 年 間 保 証 料 2,400 円 (月 額 200 円 ) 
② 賃貸 住宅 等 の 賃借 時 の 連帯 保証 
年 間 保証 料 19,152 円 (月 額 1, 596 円 
③ 大 学 、 高 等 学校 な ど 教 育 機関 入学 時 の 身元 保証 
年 間 保証 料 12,960 円 (月 額 1.080 円 ) 
うち 基本 保証 分 年間 保 証 料 10.560 円 (月 額 880 円 ) 
うち 入院 時 保証 分 年 間 保 証 料 2,400 円 (月 額 200 円 ) 
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10 求償 権 
全社 協 が 雇用 主 、 家 主 、 教 育 機関 等 に 損害 賠償 又は 債務 弁済 を 行っ た と き は 、 そ の 
賠償 等 を し た 金額 の 限度 に お いて 、 全 社協 は 被 保 証人 に 対し 求償 権 を 有する も の と す 
る (実際 上 は 保険 契約 を 締結 し て いる 保険 会 社 に 求償 権 が 移転 する 。) 。 
た だ し 、 次 に 掲げ る 場合 は 、 求 償 権 の 全部 又は 一 部 を 行使 し な いこ と が で きる 。 




































































① 被 保証 人 が 死亡 し た と き 。 
② 被 保証 人 が 精神 又は 身体 に 著しい 障害 を 受け た と き 。 


③ 被 保証 人 が 生活 に 困 鍋 し 、 賠 償 金 な ど を 返済 する こと が 困難 で ある と 認め られ 
る と き 。 


④ 前 3 号 の ほか 、 特 に や む を 得 な い 事由 が ある と 認め られ る と き 。 
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11 身元 保証 人 確保 対策 事業 運営 委員 会 
この 事業 の 効果 的 な 推進 を 図る た め 、 全 社協 に 身元 保証 人 確保 対策 事業 運営 委員 会 
(以下 「 委 員 会 」 と いう 。) を 設置 する こと と する 。 


な お 、 委 員 会 に 関す る 規程 及び 委員 会 の 運営 に 関し 必要 な 事項 は 全社 協 に お いて 別 
に 定め る も の と する 。 
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12 身元 保証 審査 会 

委員 会 に 身元 保証 審査 会 (以下 「 審 査 会 」 と いう 。) を 設置 し 、 審 査 会 に お いて は 
必要 に 応じ て 本 制度 の 加入 申請 、 賠 償 金 額 及 び 債 務 弁 済 額 の 審議 、 決 定 等 を 行う 。 

な お 、 和 審査 会 の 運営 に 関す る 規程 は 、 全 社協 に お いて 別に 定め る こと と する 。 




















13 経費 


国 は 、 都 道府県 等 が この 事業 の た め に 支出 し た 費用 に つい て 、 別 に 定め る と ころ に 
より 予算 の 範囲 内 で 補助 を 行う も の と する 。 


























